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宇宙政策委員会 第１回宇宙産業振興小委員会 議事録 

 

■日時：平成28年6月21日（火）13:00～15:10 

■場所：内閣府宇宙開発戦略推進事務局 大会議室 

■出席者： 

委員：高橋座長、青木委員、阿部委員、石田委員、岡田委員、小山（公）委

員、小山（浩）委員、酒匂委員、白坂委員、鈴木委員、夏野委員、松

浦委員、山川委員 

説明者：株式会社サテライト・ビジネス・ネットワーク 代表取締役社長  

葛岡 成樹 

オブザーバ：総務省（新田課長）、文科省（鎌田室長） 

事務局：高田局長、佐伯審議官、高見参事官、行松参事官、松井参事官、末

富参事官、守山参事官 

■議題 

 （1）宇宙産業振興小委員会について 

 （2）宇宙産業の現状と課題について 

 （3）その他 

■議事 

○高橋座長：時間になりましたので、「宇宙産業振興小委員会」の第１回会合を

開催したいと思います。委員の皆様におかれましては、お忙しいところ御

参集いただき御礼申し上げます。私は、本小委員会で座長を務めます高橋

と申します。今後どうぞよろしくお願いいたします。それでは、まず初め

に、宇宙開発戦略推進事務局の髙田局長から一言御挨拶をいただきます。 

○髙田宇宙開発戦略推進事務局長：6月3日付で宇宙開発戦略推進事務局長に着

任しました髙田と申します。宇宙基本計画工程表におきまして、産業ビジ

ョンをまとめるということが定められております。安倍総理によるGDP 

600兆円を目指した生産性革命の分野の一つの柱として宇宙を位置づける

という意気込みで、宇宙政策委員会に産業ビジョンをまとめて提出するこ

とになっております。ぜひ皆様の御英知を賜りまして、いいビジョンがつ

くれますよう、事務局としても精いっぱい努力しますので、よろしくお願

いいたします。 

○高橋座長：ありがとうございました。それでは、最初の議題「宇宙産業振興

小委員会について」に移ります。本日は第1回目の会合となりますので、

事務局より小委員会についての説明をお願いします。 
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＜高見参事官より資料1及び2に基づき説明＞ 

 

○高橋座長：ありがとうございました。それでは、ただ今、事務局から説明の

ありました今後の進め方のような形で進めさせていただきます。 続きま

して、資料1のとおり、小委員会の運営に関し、必要な事項は座長が定め

ることになっておりますので、座長代理を指名させていただきます。座長

代理は白坂委員、山川委員にお願いしたいと思います。皆様、よろしいで

しょうか。 

         （「異議なし」と声あり） 

ありがとうございます。それでは、続きまして「宇宙産業の現状と動向に

ついて」話をさせていただきますが、本議題につきまして、まず事務局か

ら説明をお願いします。 

 

＜高見参事官より資料3に基づき説明＞ 

 

○高橋座長：ありがとうございました。続きまして、本日は「宇宙産業の現状

と動向」ということで、有識者として株式会社サテライト・ビジネス・ネ

ットワーク代表取締役社長の葛岡様にお越しいただいております。葛岡様

には、資料4「海外から見た日本の宇宙産業の現状と今後」について御発

表いただきたいと思います。それでは、よろしくお願いいたします。 

 

 

＜ｻﾃﾗｲﾄ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾈｯﾄﾜｰｸより資料4に基づき説明＞ 

 

○高橋座長：ありがとうございました。それでは、先ほどの事務局からの説明

も含めて、御質問等があればお願いします。では、私から質問します。素

人的な質問ですが、11ページの「2．中小企業・バリューチェインを確保・

拡大するための政策動向」ということで、2つ目の矢印で「海外ビジネス

におけるコンポ/部品のリスク低減策の検討」、ここの意味がよくわからな

かったのですが、教えていただけますか。 

○ｻﾃﾗｲﾄ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾈｯﾄﾜｰｸ：コンポ/部品を海外に売ろうとしたときに、やはりま

だ日本の部品メーカーにはすごくリスクがあるし、バリアが高いというの

があります。それを言い出したらきりがないのですが、バリアとしては、

搭載実績がない、JAXAのものに限られている、リスクとしては、今まで売

ったことがないから、客先からの入金などに関してすごくリスクとして考
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えることが多い。ECB、輸出銀行なども、なかなかそういったものへのサ

ポートがまだできていないと聞いております。 

○高橋座長：どなたかありますか。 

○山川委員：御説明ありがとうございます。質問というか補足なのですが、ま

ず、アメリカのケースでCommercial GEOINT Strategyで防衛安全保障用に

商用小型衛星のデータを導入するという話なのですが、基本的に商用小型

衛星データも用いるという話であって、ベースには政府の専用衛星の膨大

なデータがあった上で、さらにそれに加えてということを1つ、私として

も強調しておきます。 

○ｻﾃﾗｲﾄ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾈｯﾄﾜｰｸ：政府専用衛星があって、DigitalGlobeのような民間衛

星があって、さらにその上に小型の商用衛星のデータも使いますと、そう

いう3階建てです。 

○山川委員：ありがとうございます。もう1つは、イギリスの例を話されたとき

に、イギリスの場合は、例えばスパイ衛星という言葉を使っておられまし

たが、海外の衛星を買ってくる、あるいはデータを買ってくるということ

で割り切っているという雰囲気があるとおっしゃられました。英国はそう

かもしれないのですが、例えばヨーロッパの宇宙大国のフランスでは自前

の衛星を持っていて、なおかつビジネスもやっているということですので、

念のためその辺を確認させていただきました。以上です。 

○高橋座長：ありがとうございます。アメリカは、ベースがありながら、それ

でもまだ追加で小型商用衛星のデータを買うというのは、それは産業育成

という観点ですか。それともデータを補完するという観点ですか。 

○ｻﾃﾗｲﾄ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾈｯﾄﾜｰｸ：産業育成という意味も確かにありますが、彼らはやは

りもっと違う使い方をして何かやろうとしています。というのは、今まで

と同じ画像を買うのに、ソースの一つとして小型衛星を買おうというので

はないのです。小型衛星で、安い衛星で広いところをたくさん頻度よく見

ておいて、何か変化もしくは危ないところがあったら、そちらのほうに高

分解能の衛星を向ける。そのループを全部自動でやってしまうような新た

な機能をそこに追加するために小型の頻度高い衛星のデータを購入した

いというのが出てきました。 

○高橋座長：ベースの衛星ではカバーし切れないような機能や、そういうもの

を補完する、あるいは柔軟性を持たせるためにということですか。 

○ｻﾃﾗｲﾄ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾈｯﾄﾜｰｸ：頻度というのが1つキーになると思いますが、小型衛

星は分解能が悪いですから、それで今までと同じようなものが見えるわけ

がないのです。安いものだから、それだけ分解能が悪いのですが、それを

頻度よく使うことによって変化が瞬時に分かるから、その変化さえ分かれ
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ば、そちらに高分解能の衛星を向ければいいと、彼らはそのような考え方

です。 

○高橋座長：ほか、どなたかよろしいでしょうか。 

○鈴木委員：御説明ありがとうございました。多分今後の議論のために少し整

理をしたほうがいいと思うことがあり、例えばロシアとイタリアの小型衛

星の協力というのは政府間で進められています。要するに、ロシアやイタ

リアという、言うなればアメリカではない国は、むしろ政府主導でコンス

テレーション技術をとにかくまず進めようとしていることに対して、アメ

リカは今、民間主導で、ある意味、政府のお金はスタートアップで補助し

たとしても基本的には、政府のお金無しでスタートして、後に顧客として

政府は現れるように、自らがやるというパターンと、少しその辺の整理が

必要です。民と官の関係で言うと、最終的に官をカスタマーとして考える

のか、それともドライバーとして考えるのかということの整理がおそらく

これから必要になるのではないかと思っております。特にアメリカの場合、

先ほどのNROの話などもそうなのですが、やはり始めから民間自身が立ち

上げたものを使って、後から顧客として乗っていくという形で進めていく

というパターンなのですが、そのやり方が日本で通用するのかということ

に対して、大規模なコンステレーションのスタートアップというのはなか

なか日本ではやりにくいだろうと考え、また、イギリスもコンステレーシ

ョンはやっていないので、ほとんどそれはアメリカだけの話で、それ以外

の戦略と区分けをした上で今日の話を整理されると、どういったポイント

が日本の課題、シナリオとしてなっていくとお考えでしょうか。 

○ｻﾃﾗｲﾄ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾈｯﾄﾜｰｸ：確かにおっしゃるように、その辺は十分いろいろと議

論の中で分けて検討していかなければいけないと、私自身も思っています。

今この15分で話すとき、自分自身でも思い切り乱暴な議論をしている、と

いうのはわかっています。ただし、1つ大前提として言わなければいけな

いのは、政府がエンドユーザーになろうとするのか、スタートアップの最

初になろうとするのか、それはある意味どちらでもよくて、政府の中にそ

れなりに宇宙を利用するという下地がまず最初になければ、何の話も進ま

ないということがあると思っています。そのようにこの事務局、ここにい

らっしゃる皆さんは宇宙のことをやっていらっしゃいますが、ここ以外の

官庁でも宇宙を使おうという動きがもっとないことには、それを宇宙のド

ライバーとして考えるのか、エンドユーザーとして考えるのかという方法

論の違いに行く前に、政府内部での利用をどうやって増やしていくかをま

ず議論して、それからどちらの方法がいいかという議論になるのではない

かというのが私の感覚です。 
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○高橋座長：よろしいでしょうか。 

○鈴木委員：はい。おそらく、宇宙基本法というのは本来そのようなことを想

定していて、政府の中でより利用を促進するというのがベースにある考え

方だったと思いますが、それがまだ実現されていないということだと思い

ます。それは全く同意します。 

○高橋座長：どうぞ。 

○青木委員：世界中の宇宙ベンチャーから出資依頼を受けて事業計画を見てい

ますので、おそらく世界中の宇宙ベンチャーの全体像がわかっているので

すが、アメリカの宇宙ベンチャーは政府の予算ありきで企業しているとい

うケースが大変多いです。ただし、創業初期におけるエクイティでの資金

調達は民間のベンチャーキャピタルから調達をしており、自らリスクを負

っています。そのかわり、製品やサービスの一部を政府が購入してくれる

のはアメリカの良い点なのですが、アメリカは少し政府に依存し過ぎてい

る部分もあります。政府だけに依存した、BtoGビジネスのみで何とか食っ

ていく、というリモートセンシングのベンチャー企業がアメリカだけで数

十社から100社近くに上るのではと思っています。日本の場合は、そうは

言っていられませんので、ベンチャー企業のビジネスが加速するきっかけ

として政府が最初の顧客になるということはすごく大事だと思います。私

のような投資家がアクセルスペースをはじめ、宇宙ベンチャー企業に投資

をし、開発資金におけるリスクを負いますので、出来た製品やサービスの

一部を政府に購入していただきたい。それをきっかけに、第2の顧客、第3

の顧客に民間企業、特に大企業が現れるといったところが日本ならではの

エコシステムの回し方ではないかと考えます。日本には大企業がたくさん

いらっしゃいますので、まさに非宇宙業界の人たちを宇宙業界に巻き込ん

で産業を盛り上げていくといった形で、人・物・金など、他産業の資産を

取り込むことができるのではないかと思っていまして、まさに今、その仕

掛けをしている最中です。最初のお金は全く期待しておりませんが、その

かわり、出来た製品やサービスについては少しでも政府に予算をとって、

ユーザーとして使ってもらうだけでも大きなインパクトをもたらすと思

っています。 

○高橋座長：ほかはよろしいでしょうか。それでは先に進みたいと思います。 

続きまして、宇宙産業ビジョン検討に当たっての視点ということで事務局

から説明をお願いします。今、議論の中でも幾つか出ていますが、改めて

整理していただけますか。 

 

＜高見参事官より参考資料1、机上配布資料1-1及び1-2に基づき説明＞ 



6 

 

 

○高橋座長：ありがとうございました。それでは、本日は第1回の公式会合で委

員全員の方に出席いただいておりますので、この機会に、今、説明があっ

た宇宙産業ビジョン検討に関する視点、これに対するコメントも含めまし

て、委員の皆様から宇宙産業に関する問題意識、あるいは今後本小委員会

で議論すべき視点等について、一言ずつ御発言をいただきたいと思います。

時間の制約もありますので、1人2、3分で簡潔にお願いしたいと思います。

恐縮ですが、あいうえお順でお願いしたいと思うのですが、その前に私か

らも一言だけ申し上げたいと思います。まず、実際にワークするビジョン

をつくりたいという点です。飯田市の航空宇宙産業関連の中小企業の方と

懇談する機会があったので、少しだけお話をさせていただきます。これか

ら私が申し上げることは、宇宙産業という観点から見ると極めてごく狭い

中小企業の視点ですが、申し上げます。基本的に彼らは、まだ宇宙という

よりは航空機が中心なのですが、参考になる点があると思いますので、3

点だけ御紹介申し上げます。今、航空機は大変需要が増加している。各国

から日本の製造業に対する期待が非常に高まっている。ただし、もし今、

この1、2年の間にこのニーズに応えられないと、いずれ新興国が対抗して

きて、部品の供給者の地位についてしまう。そうすると、もう日本は永久

にチャンスを逸してしまうのではないかという危機意識を持っていると。

したがって、中小企業なので、抽象論ではなくて分野を絞って具体的にど

う対応していくかということが課題になっておりまして、具体的には下請

として単なる部品のサプライヤーとしてずっといくのではなくて、やはり

そこからどう脱却していくかということを考えていて、分野を絞り込んで

システム化する、あるいはコラボレーションするということで、グローバ

ルな展開をしていきたいということを考えている。一方で、実際にアメリ

カなどから既にオープンのもとでコラボレーションしないかという引き

合いが来ている。前回、例えば軍用などでも既にオープン・スモール・コ

ラボレーションという合い言葉が出てきているという話がありましたが、

まさにそういう動きが実は日本の中小企業に対しても海外から来ている

という話がありました。私からは、ごく狭い範囲のことですが、以上のこ

とだけ御紹介申し上げます。 

○髙田宇宙開発戦略推進事務局長：私の理解では、ここにいらっしゃる方はず

っと、ある種、言葉は悪いですが、宇宙村というか、宇宙のことにずっと

関わってくださっている方だと思います。正直、皆さん、本来、日本は科

学技術があって、もっとポテンシャルがあると思いながら、けれどもまだ

飛躍できない。ある方は、それがある種、官需に依存しているという方も
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いたり、ある方は、そもそも官需がアメリカ並みではないからカンフルが

足りないのだという発想もあるでしょうし、あるいは証券アナリスト的な

見方で言うと会社が多いのだという方もいたり、いろいろな方がいて、い

ろいろな課題を自分たちなりにきっと考えていると思います。ただ、1つ

だけ言えるのは、今、まさに座長が言われたとおり、今のままだとじり貧

の日本の宇宙しかないという、この危機感の共有だけはみんな同じだと思

います。ぜひこの検討において、ここがだめだ、こうならなければいけな

いのだという、まずは問題意識の提起を、先ほどの政府の需要についての

評価など相反する問題提起が起きる可能性もありますが、ぜひ最初、こう

いう刺激を忌憚なく言っていただいたほうが良いと考えております。今日

の時点での事務局のペーパーは総花的で、焦点も絞れておらず、相当ブラ

ッシュアップしないと、とても経済財政諮問会議や総理から示されている

生産性向上に宇宙を一つの柱とする、とのゴールに到達できないものです

から、昔から宇宙をやっている皆様から、ぜひよろしくお願いします。 

○高橋座長：ありがとうございます。それでは、青木委員からお願いできます

か。 

○青木委員：改めまして、青木です。日本で唯一の宇宙業界出身のベンチャー

キャピタリストをしております。よろしくお願いします。この20年間、宇

宙業界を見てきて、やはり民間の宇宙ビジネスにおいて、まだまだ日本は

盛り上がり切れていないというのを痛切に感じております。今、3,000億

円しかないこの国内宇宙産業を5,000億円に伸ばすという大ミッションが

国としてある中で、産業を拡大させるためには、既存の延長線上では到底

無理ということはわかっていることですので、新規参入者を増やす必要が

あります。キーワードは宇宙業界への新規参入者である「ニュースペース」

です。ベンチャー企業、中小企業、異業界からの宇宙業界への参入者をい

かに参入しやすくできるか。彼らが参入する際にどういったサポートがで

きるかなどを今後議論して、具体的な施策を入れていきたいと思っていま

す。分かりやすい策としては、ベンチャー企業なり中小企業さんが自らリ

スクをとって、何らかの製品やサービスを作り上げたときに政府として調

達できるような仕組みを作ることです。民間にできることは民間に任せる

といったところをうまくやっていって、政府はニュースペースの製品やサ

ービスの最初の顧客になって産業を一緒につくっていくという姿勢を示

すべきだと思っております。また、戦略のつくり方の部分ですが、中短期

的な目標と長期的な目標にしっかりと分けて、両方ともしっかりと盛り込

んでいただきたいと思っております。その背景には、中短期的に取り組み

をされているニュースペースのプレーヤーはもちろんいますが、長期的な
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目線で取り組みをされているニュースペースのプレーヤーも、かなり今、

苦労しつつも頑張っていらっしゃるからです。短中期的なところで言いま

すと、衛星とロケットの分野です。今まさに民間の企業が普通にベンチャ

ーキャピタルから資金を調達して、リスクをとってサービスを提供しよう

としています。来年から実際にサービスインしますので、そういったとこ

ろをどういった形で支援できるのかの議論が必要だと思います。長期的な

部分で言いますと、惑星探査と有人飛行です。こちらも実際に宇宙ベンチ

ャーは既に動き始めていて、リスクをとってやっていらっしゃいますので、

彼らをどういった形でサポートできるのか、産業を拡大するためにはどう

いった形で政府が一緒にやっていけるのかについて議論させていただけ

ればと思っております。国の役割は、民間にできない部分でリスクを取っ

てやることに尽きると思っていますので、JAXAの存在は必須です。ただ、

民間にできることは民間に任せつつ、JAXAは本当にとがったところの研究

開発をどんどんやりつつ、既存のこれまで培ってきた技術やノウハウをい

ろいろな企業に提供しつつ、一緒になって産業のパイを広げることを積極

的にやっていただけると非常にありがたいと思っております。これはどの

宇宙ベンチャーと話しても皆さん同じようなコメントをされていますの

で、宇宙ベンチャーの代表として意見を述べさせていただきました。よろ

しくお願いします。 

○高橋座長：ありがとうございました。それでは、阿部委員、お願いできます

か。 

○阿部委員：お手元の資料で5-1です。私は三菱重工の防衛・宇宙ドメインの阿

部と申します。3月までは打ち上げをはじめ、三菱重工の中の宇宙部門を

統括していました。それもあって、まず打ち上げサービスの概要を御説明

しながら、産業ビジョンといいますか、私どもが悩み、いろいろと考えて

いることを申し上げたいと思います。1枚めくっていただいたところです。

まず1．ですが、世界の商業打ち上げ市場は、大体年間で言うと100機程度

の打ち上げ規模です。そのうちの約半分がミリタリーです。商業が20機ぐ

らいですので、残り30機ぐらいがシビルになっています。非常に大ざっぱ

に言ってです。先ほど御説明があった4分の3ぐらいが政府系で、25％ぐら

いが民間というのは、大体アナロジー的には当てはまっていると思います。 

その中で、外に出ていったときに我々が争うことができるのはこの20機に

なります。ミリタリーのところは基本的に外へ出ていきません。というの

は、ミリタリーの衛星を上げるのはアメリカとかヨーロッパ、ロシア、中

国、要するに打ち上げ手段を持っている国ですので、基本的に自国のロケ

ットを上げています。シビル系についてもほとんど出てきません。時々出
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てくるというぐらいです。ミリタリーも、先ほどの大国を除いた国から少

しデュアルユースで出てくるのですが、これも非常にまれです。そういっ

た市場になっています。そういったところに、プレーヤーというのは下の

表に書いてありますが、結構なプレーヤーがいて、全部で6つです。イン

ドのGSLVというのは打ち上げ能力が2トン程度しかありませんので、現在

で言うと3、4トンとか5、6トン、そういったところを打ち上げるのは左側

から6個のロケットということになっています。この中でしのぎを削って

いるということになります。したがって、たかだか勝っていても、年間で

言うとせいぜい3か4か、そのようなところになっています。右下にそのパ

イグラフを書いています。この中でよく話題になるのが、SpaceX、Falcon9

は民間でやっているのではないかと、非常にいろいろなところで言われる

のです。それで我々も何ができるのだろうか、どういう仕組みなのだろう

かといろいろ解析・分析をしています。その中で、SpaceXというのは打ち

上げの最初の4機ぐらいはDragonというステーションへ物資を運ぶビーク

ルを打ち上げています。その後、落ちついてきたぐらいから民間のものが

入ってきています。要するに、彼らにしても、ベースロードとしてやはり

官需があるのです。これまで26機打ち上げているのですが、26機のうちの

13機は官需なのです。そのうちの11機がたしかDragon系で、あと数機ぐら

いがシビル系だったと思います。ですので、同社の社長のイーロンマスク

氏がうまいので、外に対しては非常に民間でやっているように見えるので

すが、やはりいきつくところはある程度、官のニーズをベースロードにし

てやっているのではないかと思います。そういったところ、このページを

見ていただいてもわかるように、ロケットの打ち上げの市場というのはマ

ーケットがたかだか2,000億円ぐらい、外に出てきているのはその程度の

マーケットで、その中でロケットを開発しようとすると、やはり数千億円

ぐらいかかる。市場の大きさとリスクのバランスの観点ですが、小さいロ

ケットはまた話が変わってくると思うのですが、特に大型のロケットでは、

小さいマーケットの中で大きい投資を、民間が自主的に本当にやれるのだ

ろうかといった観点も1つ必要なのではないかと思います。もう1つは、先

ほどのFalcon9、SpaceXであったように、ヨーロッパも日本もそうなので

すが、開発という官との間の契約があって、その後、それをまた作ってい

くという形態が従来だったのですが、アメリカはだんだん開発という名目

ではなくなってきて、その後のサービスも含めて一緒にしたような契約で

民の活力を使っているという形態に変わりつつあるのではないかという

気がします。従って、アメリカの中でもオールドスペースと呼ばれるとこ

ろは比較的まだ開発予算を持っていたりするのですが、ニュービジネスの
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ほうはどちらかというと開発プラスその後のサービス込みのトータルで

開発の契約を政府としているという形態がどうも多いような気がします。

その次のページは、私どもの打ち上げ輸送サービスをまとめております。

（1）は飛ばさせていただいて、（2）の海外展開で、私どもは2007年から

打ち上げサービス民営化が始まったのですが、その後、海外にてここに書

いている3顧客、4つの衛星の受注をしました。政府の方々、いろいろな方々

から御支援いただきながらとったのですが、その中で一番我々にとってハ

ードルが高いのはコスト、価格なのですが、それ以外に、純粋な商業は別

にしたとしても、政府系の衛星を打ち上げる場合には向こうの中で競争相

手が政府とタイアップしてやってくるというケースが非常に多く、そのよ

うな観点で、我が国が日本の国だけで考えるのか、それともアジアやほか

の国と共同でいろいろな事業を考えていくのか、その辺も頭の中に置いた

ほうがいいのかと思います。日本だけではどうしてもパイが小さくなって

きがちですので、東南アジアとか近隣諸国をいかに巻き込んで規模を広げ

るかという観点から、政府間のGG間の協力関係、その下でまた企業間のCC

間の協力関係をつくりながらやっていくというプロジェクトも、思考の中

にあってもいいと感じています。 ちょっと長くなりましたが、以上です。 

○高橋座長：ありがとうございました。では、石田委員、お願いします。 

○石田委員：石田と申します。よろしくお願いします。私は特にペーパーはな

いのですが、私自身は、そういう意味で言うとバックグラウンドは必ずし

も宇宙だけではなく、ハイテクとかがメインなので、ややアウトサイダー

的かと思うのですが、産業ビジョンを議論するに当たって、まず1つ思っ

たのは、宇宙業界を取り巻く状況がどうなるか見通しにくい中で、政府と

して幾つかシナリオを持っておいたほうがいいのではないかという気が

しています。ここ10年間ぐらい、アメリカで大きなコマーシャル・スペー

スの変化などが、アメリカだけのものなのか、グローバル全体のものなの

か、これがどこかで終わるのかなどあらゆる想定が本当はあると思うので

す。去年は民生利用部会などでも議論させていただいて、いつも思うのが、

立ち位置によって見たい世界が違うのが今の宇宙の現状と思います。そう

いった意味において、それぞれのプレーヤーやそれぞれのプロフェッショ

ナルの人は、自分の信じる道を信じればいいと思うのですが、政府として

産業のビジョンを語るのであれば、ある程度、幾つかのシナリオは持って

おいた上で、その中で日本としてどういうシナリオを選んでいくべきなの

かを考えていくというステップは必要ではないかと思います。逆に言うと、

それが共有できていないと意見が全然かみ合わないことが結構多いとい

つも思っていて、そのあたりが結構大事ではないかと思います。あともう
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1個が、これも去年からの議論を聞いていて思ったのですが、米国とか欧

州に、もはや日本の産業の答えはないと思っています。かつてはあったの

かもしれないですが、米国は国家予算だけでも日本の10倍以上あるわけで、

NASAとDODを合わせたら4兆円の国家予算があって、日本は3,000億円しか

ない中で、アメリカのやっていることを全部まねることは多分できないで

すし、ヨーロッパも一国一国だったら似ているのかもしれないですが、EU

をまとめたら1兆円程度あるので、それもやはり前提条件が違います。そ

ういう意味で、やはり米国とか欧州を見ることはすごく大事な一方で、答

えはそこにはないような気がします。逆に日本の産業のことをもっと理解

をしたほうがいいと思い、大企業の方々の活動というのはある程度見えて

くるところがあるのですが実はとがった中小企業が日本には結構たくさ

んいると思います。そういう中小企業や、いろいろなベンチャーがやって

いる活動などは、余りスコープを切らずに、一度全部ちゃんと棚卸しをし

て、隅から隅まで日本のプレーヤーがやっていることを一度見てみてもい

いのかと。例えば日本の自動車産業も中小企業が支えているところが大き

かったりするわけです。この宇宙産業だって、SpaceXをみんな今、すごい

と言っていますが、創業は2002年なわけであって、10年ちょっとで売り上

げ1,000億とかになっています。だから、今回の産業ビジョンは別に2、3

年の議論ではなくて、10年、20年の産業のことを考えるのであれば、今の

中小とかベンチャーだって、もっと大きくなって、日本の産業を支える能

力が出てくると思うのです。そういう意味で、端から端までちゃんと捉え

た上で議論をしたほうがいいかという気がしました。最後にGDP 600兆円

に対する貢献を考えると、宇宙だけで議論しても全然そのようなことには

ならず、私個人的には宇宙技術はイネーブラーだと思っているので、宇宙

技術がイネーブラーとなって何の産業が高度化するのか、どの産業のオペ

レーションが改善するのか、そこを考えないと、日本のGDP600兆円にはな

かなかつながらないと思います。宇宙に閉じたバリューチェーンで議論を

していてもなかなか大きくならない気がするので、宇宙はイネーブラーと

して捉えた上で、何に貢献できるのかという視点で、特にユーザーサイド

の方々との連携も含めた上で議論をしたほうがいいですし、特にユーザー

サイドの議論も、日本だけで閉じるとこれもまた全然大きくならないので、

グローバルなユーザー産業と日本の宇宙技術がどうつながるのかという

視点で議論をしていくことが、600兆円に対する1つの議論すべき論点かと。

その3点を思いました。 

○高橋座長：ありがとうございます。岡田委員、お願いします。 

○岡田委員：岡田です。私は、アストロスケールというスペースデブリを除去
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する衛星を開発しております。お手元に5-5という3ページ程度の資料を用

意し、考えをまとめました。私の唯一の希望は、この委員会では数字を追

いかけたいということです。2ページをあけていただきたいのですが、宇

宙基本計画の中に10年で5兆円規模と書いてあるので、単純に言うと1年で

5,000億円規模にするのかと。現在、宇宙機器産業は2,600億円ですので倍

にする。このギャップの蹴りをつけるのはこの小委員会かと思っておりま

す。お金の出方は4つしかなくて、日本政府機関からと、海外の政府機関

からと、日本民間からと、世界民間からしかなく、大体金額感は、2,000、

300、100、100程度だと思います。こう言うと怒られるのですが、いかに

お金をかけずにこれを5,000億円にするかというのが狙うところだと思っ

ています。①のところは、お金がないとおっしゃるかもしれませんが、JAXA

はすごくお金を持っているので、いかに産業化につなげるかというROI

（Return on Investment）をしっかり考えてやっていったらいいと思って

います。②の海外のところは、今、政府がサポートして海外営業をやって

いるのですが、成功した例もあります。しかしながら、すごく中途半端な、

例えばイプシロンとか準天頂衛星は今、アジアでいろいろやっていらっし

ゃいますが、誰が本当に責任を持って、誰がリターンを得るのかというの

が本当に不明確なので、多分、時機を逸したと思います。なので、今、私

はアジアに住んでいますが、北斗（中国の衛星測位システム）によって中

国がどんどんアジアを押さえてしまっていて本当に厳しいと思うので、も

う一度何を営業するのかを考え直したほうがいいと思っています。日本民

間は、先ほど大手がもっとリスクを取ってという話でしたが、私は大手は

すごくやっていると思っています。多分、大手の株主から見ると宇宙産業

はやめたほうがいいというのが結論だと思うのですが、それを何とかして

やってくださっていると私は思っているので、そこを責めても仕方がない

と思っています。しかしながら、ベンチャーの数が圧倒的に少なくて、サ

プライチェーンができません。私は何とか日本の中小企業でサプライチェ

ーンをつくっているのですが、本当に厳しくて、今、おそらく10社は無い

と思うのですが、50社ぐらいにはしたいと思っています。そこをいかに増

やすかです。それと、世界の民間からどのように取るかですが、日本でオ

フィスを構えるというインセンティブは全くありません。ここはいかにお

金をかけないでやるかなのですが、これまでにないミッションの推進と許

可制度をぜひ内閣府で作っていただきたくて、しかも、全部英語で構わな

いとしていただきたいと思います。これを具体的に申し上げますと、次の

ページです。オランダやイギリスはそこで先手を打っています。例えば、

たくさん打ち上げていく際、軌道上で衝突が起きた場合に誰がリスクを負
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うのかというと、今、民法上、日本だと対応しなければいけないのですが、

イギリスやオランダでは、国がライセンスする、許可するという仕組みが

あって、上限を押さえられます。ですので、SkyboxもPlanet Labsもみん

なオランダにオペレーションを移します。OneWebはイギリスで許可をとっ

て、オペレーションをそこに移します。同じようにルクセンブルグでも、

ルクセンブルグとして許可をすると決めたので、SpaceXも、Planetary 

Resourcesもそこにオフィスを構えるはずです。こういうことは日本もお

金をかけずに出来るはずで、その場合には絶対に日本語対応では駄目です。

英語で全部やります。明確なプロセスであれば許可制度をしますというの

が必要で、これはイギリスやオランダを参考にすればできると思っており

ます。最後に私見で数字を入れているページがあるのですが、①の2,300

億円は、日本政府はお金がないので多分増えないという前提で、いかにこ

れ以外でギャップを埋めるかというところですが、とにかく③を大きくす

るのと、④を何とかしてお金をかけずに日本にオフィスをつくらせるかと

いう施策をつくるというのが大事だと思っていて、ここを議論していけれ

ばと思っております。よろしくお願いします。 

○高橋座長：ありがとうございました。小山委員、よろしいでしょうか。 

○小山（公）委員：スカパーJSATの小山です。企業という観点から、多少不躾

な発言にもなるのかもしれませんが、思っているところを単刀直入に3点

ほど述べます。1つ目は、宇宙産業は経済の規模からすると、もともとそ

んなに大きいものではないです。全世界を足しても200ビリオンですから、

ほぼトヨタの売り上げに匹敵するぐらいで、高々その程度の規模です。そ

うだとすると、国としてそういう産業を振興しなければいけない、という

意義は本当にどこにあるのかを改めてきちんと定義したほうがいいので

はないか。それによって当然のことながら安全保障とか技術振興などは不

可分だと思いますが、意義はどの辺にあるのだという説明がまずきちんと

必要なのではないかというのが1点目です。2つ目は、衛星とかロケットの

機器に関してですが、そもそも結構枯れた技術を使っているので、使う側

からすると、商品としての差別化がなかなか出来にくい商品だと思ってい

ます。例えばSS/LやOrbitalは専業メーカーと言ってもいいと思いますし、

いわゆる大手と言われるLockheed Martinにしろ、Boeingにしろ、Airbus

にしろ、彼らは宇宙航空には防衛の側面もありますから、そこがコアの事

業ですので、相当なリソースをかけて、いわゆるスケールメリットを十分

とってシェアを獲得している構図だと思います。一方、日本のメーカーは、

いろいろな事業を持ちながらの1つの分野なので、当然、御担当されてい

る方々は心血を注いでやっていらっしゃるわけですが、会社として見ると、
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リソースのかけ方やリスクのとり方は事業の1つですから、どうしてもほ

とんど専業でやっている海外のメーカーに比べていろいろな縛りがある

だろうと。そこをどう解決していくかということが2点目です。3つ目は、

異業種からいろいろな人たちが入ってきている、特に非静止衛星と言われ

ているところです。通信の世界はおそらくそうではないと思いますが、例

えばリモセンなどでは、一番端的な例はグーグルですが、彼らは今までの

リモセンの事業者と違って、画像を販売することでビジネスをしようとは

思っていないです。彼らの事業全体の付加価値を高めるという視点から金

も突っ込んで、リスクもとっていろいろやっているわけで、そういう人た

ちに対して我々はどうやって対抗していくのかを考えなければいけない

と思っています。以上です。 

○高橋座長：ありがとうございます。お願いします。 

○小山（浩）委員：三菱電機の小山です。資料5-2に簡単なメモをつくっており

ます。このメモなのですが、前回、いろいろなプレーヤーのポジションが

あるので、いろいろなプレーヤーのポジションの目から見てまず整理して

はどうかということを申し上げたのですが、今回は宇宙機器産業という立

場からのメモです。ここに利用の話を入れますと、少し複雑になりますの

で、機器の立場に絞ってのメモになっています。まず、宇宙機器産業の基

本的な構造というものがやはりあると思っていて、まず、ベースロードが

要ると思っています。これは産業基盤維持のベースロードとなる宇宙イン

フラが根底と認識しています。これはマーケットの規模という話もありま

すし、宇宙の開発の歴史にも依存しているのですが、宇宙固有の品質管理

体制や、製造設備への投資などが必要になってくるので、それを維持する

ためのある種の基盤が要るというのがこの辺の原因になってきています。 

しかしながら、この宇宙インフラがあることによって、逆にこの維持と整

備を通じて、技術力の維持、技術者の維持、これが可能になってきますし、

さらに、外に出ていくためのポテンシャルは、ここで蓄積ができるという

構図だと思っています。従いまして、問題は、このポテンシャルを得た段

階でいかに世界の市場と成長を取り込むための仕掛けができているかと

いう辺りが、特に海外の様子などを見ていますとポイントではないかと思

っています。端的に言いますと、アメリカは完璧に安全保障でつくった高

度な先進技術をある時期から認定するという戦略ですし、後から出てきま

すが、かなり戦略的に開発をかけているという構図だと思っています。 

世界市場を取り込むための仕組みについてのメモですが、ここも宇宙の1

つの特徴があります。宇宙機器分野では実績にしか興味を持っていただけ

ないということがあります。これはやはり一発物でリスクが高いこともあ
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るのですが、お客様のほうから見ると、実績のない衛星機器は調達しない

という原則がある状況です。従いまして、私どもの会社も、あるレベルの

実績ができるまで話すらできないというのが十何年も続いたという状況

です。結局は世界市場を取り込もうとすると、お客さんの要望する、言い

かえると需要のある実績品を提供することが必須でして、このためには、

その当該品、衛星や機器を軌道上でしっかりと予定された機能・性能が出

ていることを見せることが必須になっています。この実証をどうするかと

いうのが問題になりますが、この実証は、宇宙インフラの先ほどの整備を

通じ、あるいは専用の技術試験衛星等により実施することが適切だと思っ

ています。普通の産業では、当然、自己投資で回収が当たり前のシナリオ

ですが、なかなか循環が回りにくい構図というのがあります。そのために、

ある意味、政府主導の話が必要ではないかというのがこの辺りです。この

中で実用と研究開発、ベストミックスを目指す戦略的プログラムをどうや

って確立できるかという辺りが大きなポイントだと思っています。裏に欧

州の事例がありますが、ヨーロッパは昔からこのARTESというプログラム

を延々とやっております。プログラムの目的は明確に書かれていて、欧州

内のインフラを整備することに合わせて、国際競争力強化、実利用喚起、

要するに海外に打って出るための開発ということです。ここに書いたよう

ないろいろなプログラムが実施されているのですが、今、1番注目されて

いるのは、2014年から始まったARTES14と言われるプログラムです。これ

はニックネームでNEOSATと呼んでいるのですが、位置付けとしては、今ま

での欧州の衛星はもう古くなってきて、このままだと競争力が低下するの

で、次世代をやります、ということですが、目標は明確で、2020年までに

軌道上実証をやって、世界シェア50％以上をこれで獲るということが目的

です。事実、まだ開発中ですが、この成果は既に主要市場に提案されてお

りまして、この成果をもって受注活動も開始しているという状況になって

きています。この中でコストや、納期など戦略的な値が提示されている状

況です。このような仕掛け、欧州を上回るような戦略的仕組みが要ると思

っています。あとはやはり規模の経済。最後ですが、ベースロードとなる

宇宙インフラ部分の拡充、前回の安全保障の話や、国際協力衛星みたいな

話もあると思うのですが、こういった取り組みもあわせて必要ではないか

と。この規模の経済によって、より競争力が増すと思っています。あと、

話題になっているニュースペースへの対応です。こちらは私どもから見る

と、ビジネス成立性の見極めは必要な状況と思っていますが、これを機器

産業から見ますと、実はこれは生産改革だと思っています。要するに、品

質の考え方、コストの扱い方、納期に関して革新的な見直しが進展中と認
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識しており、この対応は不可欠だと思っています。これについても、技術

的な側面も相当強くありますので、産官学で、機動力のある戦略的プログ

ラムが必要ではないかと思っています。その他ですが、最終的にこのよう

な施策で、本来の姿の事業収益から事業投資といった好循環を実現するこ

とを最終目的にしたいということです。時には議論として契約調達制度の

話も関連してくると思っているというのが、このメモです。以上です。 

○高橋座長：ありがとうございました。酒匂委員、お願いいたします。 

○酒匂委員：キヤノン電子の酒匂です。異業種からこの宇宙業界に参入してま

いりました。基本的に50キロから100キロ級のマイクロ衛星に興味を持っ

ていまして、この分野で市場の拡大ができないかを考えております。本日

は3件、意見を持ってまいりました。まず1件目が、民間企業が事業を行う

ための環境整備をお願いしたいという点です。先日、宇宙活動法とリモセ

ン法、宇宙関連2法の閣議決定がなされました。これを着実に整備してい

ただきたいということと、また、そのときに、規制については他の国と比

べて厳しくならないようにと。あとは当然、基準なども合理的に、根拠の

ある形で決めていただきたいということをお願いしたいと思います。2点

目が海外への売り込みに対する支援に関しまして、弊社はキャノングルー

プとして、高分解能の光学観測衛星を開発していますが、これらを海外に

販売する際に、外為法や関連法に関する手続は行いますが、当然、外交、

安全保障上の配慮は必要だと思います。しかしながら、我々はこの点に関

して何も経験がありませんので、是非民間が安全保障上の機微に触れない

形で海外と交渉出来るような商談が進められるように助言をいただける

ようなスキーム、体制をつくっていただけると助かりますというのが2点

目です。3点目が、事業展開上の課題の解決ということで、もっと小さな

小型、超小型衛星としてナノサテライトの件は日本が世界で最初に実証し

ました。ただ、その後すぐにアメリカに追い抜かれてしまったということ

です。ちょうど10年ぐらい前に日本の大学生が、こんな小型衛星の世界を

つくりたいと夢見ていた世界が、アメリカで実現したというのが今の状態

です。なので、この10年間、日本は一体何をやって、何をやってこなかっ

たのか。逆にアメリカは何をやって、何をやってこなかったのか。当然、

他の国もどうしたのかということを見るのは重要だと思っています。特に

日本は小型衛星に成功を求めてきた。一方でアメリカは、プロジェクトの

失敗も許容してきた。アメリカは小型衛星の打ち上げ機会を提供してきた

一方で、日本では小型衛星はごみ扱いだったこともあり、その辺の違いか

ら、今日の状況をつくったと分析するのもよろしいかと思います。あわせ

てもう一つ難題といいますか、抱えている問題がありまして、無線の周波
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数関係の話です。国際周波数調整、国内調整、免許申請等に非常に時間が

かかっております。昔の大型衛星と違って、今の小型衛星のライフサイク

ル、つまり事業のスピードは上がっていますので、多分、総務省も非常に

今、頭を抱えていらっしゃると思いますが、我々も頭が痛い問題で、これ

を何とか早目に回していただいて、我々の小型衛星の事業が素早く軌道に

乗るような形の御支援をいただけると助かります。本日はその3点です。 

以上です。 

○高橋座長：ありがとうございます。白坂委員、お願いします。 

○白坂委員：慶應大学の白坂です。バックグラウンドを簡単に言うと、いわゆ

る宇宙村出身で、大学では中須賀先生のところから出まして、その後、三

菱電機で15年間、衛星の開発をやっていました。その後、慶應大学に移っ

てから片足を宇宙からはみ出すということをやっています。半身ではどち

らかというと一般の産業、自動車が多いですが、自動車、電気、それ以外

にもサービス、創薬、いろいろなところといわゆる新規事業開拓や、開発

のあり方を変えていくようなことをやらせていただいています。そういっ

た意味で、他産業のお手伝いの依頼をいろいろ受けているので、その比較

で見ますと、議論としてすごく多いのが、何で宇宙を使うのか。要はどう

お金を儲けるか。これを我々はWhyと言うのですが、Whyの部分とWhat、何

をつくるかの部分がすごく多いのですが、実は他の産業で一番我々が依頼

を受けるのはHowのところで、どうやって新規事業をつくるのか、どうや

って自動運転を開発するのか、そのHowのところがすごく大きいです。例

えば、インダストリー4.0はどちらかというとHowのところを効率化してい

て、先ほど小山委員からQCDの革新が進んでいるという、その革新をする

ための一つのドライバーとして、ドイツはインダストリー4.0を導入した

と。そのHowの部分が実はさらに分かれるのですが、今が1つの軸とすると、

それをトップ軸に置いて、それをWhatとみなして、今度はそれをどうやっ

ていくか、誰がやっていくかのようなことで、例えばインダストリー4.0

をどうやってつくり上げるか。それは誰がやっていくかということで、イ

ンダストリー4.0をつくるための方法論としてのモデルベースの開発の方

法論を進めて、そのために大学間ネットワークをやって、人材と産業界の

育成をするようなことをインダストリー4.0はやっているのですが、結構

多角的にやっているのです。ただ、総花的にならないようにきちんと整理

をしなければいけないのですが、そういうのを考えるときに日本でついつ

いやってしまうのは、何をつくるか。要はビジネスをどうするとか、技術

をどうするかなど。衛星は何をつくる、はすごくあるのですが、1個終わ

ったらもうおしまいになってしまって先がないので、そういうところをや
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ることを通じて、どういうアプローチで次をやっていけばいいかを常に考

えておかないと、次のビジネス、次の技術、次の衛星をずっと作り続けて

いかないと先がないので、そこの方法論をつくっていくというのが、我々

は1番重要だと思って、専門性としてそこを追求しているわけです。そう

いった方法論をつくり、それを使える人材を育成するのが我々大学として

の役割だと思っていますが、そこに対する何らかのアプローチがないと時

期が来て終わったらおしまい、になってしまうことを気にしています。で

すので、私は多分、そういった面でのコメントが今後も多いと思います。 

ビジョンそのものに関しては、劇的に外が変わってきています。私などが

10年、15年前に思っていたのと今の状況は全く違うので、おそらく、15

年前に今を想定して私も参加してビジョンをつくっていたとしたら、多分

違うことを書いていたと思います。そう考えると、どんどん変わっていく

世界ですから、今、世の中のビジネス環境と同じなので、ビジョンを書い

ておしまいというのではやはり動かないと思います。動くビジョンという

のは私も大賛成で、動かすというのを考えると、やってみて変えていくぐ

らいのイメージでいかないと。とにかく今のビジネス環境だとやってみな

いとわからないこともたくさんありますし、短期で動かすうちに変わって

いくこともあるので、もちろん先は狙っていくのですが、先が変わってい

ったときに直せるような仕組みを持ちながら、実際にどんどん試してフィ

ードバックをかけられるようなビジョンにできるといいと思っています。

その中でアプローチとして、我々は多視点から構造化して可視化すると常

に言うのですが、1つの対象というのはいろいろな視点から見えます。こ

れは三面図が1番単純なのですが、1つの真実を1面からは絶対見えないの

で、多視点から見る。多視点から見ると、お互いのことがわからなくなる

ので、これを構造化して可視化することをやっておかないとシェアが出来

ません。今日もいろいろな意見がありまして、構造化して可視化されてい

るものと文書だけのものがあるのですが、これは多分、構造化して可視化

しておかないと関係性が見えなくなってきて扱いづらくなるので、そうい

ったものをきちんと整備していきながら、我々が何を考えて、何をやって

いったのか、その結果どうなったのか、がある程度マネージできるように

なると、先ほどの試してみて変えていくビジョンのようなことが実現でき

ると思っていますので、ぜひ、私としては、その辺りで貢献できればいい

かと思っています。以上です。 

○高橋座長：ありがとうございました。鈴木委員、お願いします。 

○鈴木委員：北海道大学の鈴木です。私はこの中で唯一ではないかもしれませ

んが、文系出身で政治学という分野をやっていまして、宇宙村に入る住民
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だと思うのですが、宇宙で飯を食っているわけではないという立場で、宇

宙を外野から眺めております。今日は余り縛りがないので資料5-3に思い

つくまま自由にいろいろ書かせていただきました。もう既にいろいろ議論

もされているところですが、1つは、まずニュースペースについて、整理

して議論すべきだろうと思っています。つまり、民間といって一括りに混

ぜてしまうと、いろいろ分からないことになってしまうので、既存のマー

ケットに参入してくるSpaceXのようなタイプのものと、新しい市場、新し

いカスタマーをつくっていくというタイプとを分けて、その中でも4つに

分けて整理すべきと考えています。既存のマーケットでの競争というのは

単純に価格競争で始まっていて、要するにプレーヤーが1つ増えて、競争

が激しくなって、ヨーロッパでもAriane6など、SpaceXを強く意識した形

のものが起こっている。カスタマーというのは大体年間20機ぐらいと決ま

っているので、そこでの競争が今、激しくなっているという前提で議論を

すべきと思っています。これは民間かどうかなんてどうでもいいことだと

思っています。次の問題は、衛星通信と地球観測の問題ですが、1990年代

に起こったことはもう1回きちんと見直しておくべきだろうと思っていま

す。当時はジャンクボンドでIridiumや、SkyBridge、Teledesicなどがわ

っと出て、わっと潰れていったというのがあって、今回もそうなるのでは

ないかと私は通信のほうは思っています。地球観測については、Google

のSkyBoxのような既存のサービスに付加価値をつけるためのものという

形でサービスが成立する場合と、政府を顧客として成立するものがあるの

だろうが、いずれにしろ狭い市場であって、そこは本当に大規模な産業に

なるかどうかというのは可能性がそれほど高いとは余り思っていません。 

しかも、日本の場合、そうした新しい市場の開拓というのは非常に大きな

リスクを背負うわけで、ベンチャービジネスをやられている方というのは

徐々に出始めてはいますが、今起こっている現象のかなりの部分が米国特

有の現象であろうと思っていて、日本でそれをやるというのは非常に米国

以上にハードルが高いと思っています。従って、政策として考えるのであ

れば、新たな市場に参入する政策というのは考えておくべきだろうと思い

ますが、政策としての優先順位は高くないと思っています。次の新しい市

場というのは、いわゆる弾道飛行を含めた有人宇宙旅行みたいなもので、

これは可能性としては大規模な産業になる可能性があって、技術的な目途

は立っていますが、事業としてどうやって展開していくかというところの

段階に来ていると思います。ただ、輸送機のリスクというのは非常に大き

いのと、市場として成熟していないという問題。むしろ日本の付加価値は、

先ほども何度か資料の中でも出てきましたが、やはりいろいろなサービス
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や、付加価値サービスのところで日本は強みがあるのではないかと。つま

り、別に我々はBoeingの機体をつくらなくてもいいのですが、787の内装

をやるような、そういったところでの参入の仕方はあると思っています。 

先ほどから、何度か出ています小惑星資源探索のようなものは事業として

の成立可能性は極めて少ないと思っていまして、放っておいてもいいと思

っています。次が、安全保障との関連で言いますと、やはりこれまで伝統

的に宇宙開発というのは安全保障が先にきて、それが産業に転嫁するとい

うパターンがあり、このスキームは多分これからも変わらないと思ってい

ます。従って、先ほどから出てきた小型衛星のサービスを活用するという

政府がカスタマーになるというパターンもあるのですが、同時に、NROな

どは今、かなり方針を転換しており、NRO自身が小型衛星の開発に乗り込

もうとしている部分もあります。ですので、安全保障分野でのそうしたコ

ンステレーションを使ったようなサービスがこれからも考えられる。しか

も、やはり日米同盟という観点から、日本もそうしたものがあるというこ

とが、1つは抗たん性を高めることに寄与するのではないかということで、

こうした観点から、安全保障の分野での小型衛星、コンステレーションの

考え方を少し考えてみるべきと思っています。その際に重要なのは、やは

り日本にはまだ、今まで安全保障上開発した衛星を民間に転用するという

形の技術移転のルールが整備されていなかったということがありまして、

技術移転のルールを考えていくべきだろうというのと、やはり安全保障を

ベースにしたものは、ベースロードとしての産業基盤を強化するという側

面もまたあるだろうと思います。ここから先はちょっとワイルドな話です

が、まず1つは、今の日本の産業構造について、大手に関して言うと、会

社が多過ぎると思います。これはやはりグローバルで競争していくのに、

国内でお互いに競争していて疲弊していくというのはグローバルで競争

する条件が揃わないということになるので、日本の産業構造のあり方、こ

れは中小のあり方も含めて考えていくべきだろうと思います。最後にJAXA

の役割ですが、JAXAはこれまで技術開発を旨として、追いつけ追い越せで

はありませんが、新しい技術を開発することを主眼としてきたわけです。

しかし、こうした新しい技術そのものは競争に貢献しておらず、JAXAが頑

張ってやってきているものが本当に産業競争力に貢献しているかという

と、それはない。先ほど何人かの方々から言われましたが、ヨーロッパな

どでは、宇宙機関が産業競争力を強化するということを目的としてやって

いるということで、その辺の認知のずれは大きいと思います。また、産業

界との対話、産業界が何を求めているかということを反映するようなプロ

グラム構成になっていないということ。それから、今、NASAが商業化オフ
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ィスでやっているようなもの。そうした産業へのアウトソースという発想

もまだまだ足りないということで、JAXAの役割の部分もこれから大きな論

点になると思っています。以上です。 

○高橋座長：ありがとうございました。夏野委員、お願いします。 

○夏野委員：夏野と申します。本当の意味の外野です。外野の私がなぜここに

呼ばれているのかということを考えるに、やはり皆さんのお話を聞いてい

て、本当にその必要性が今、出てきていることを感じました。つまり、宇

宙産業がもはや宇宙に留まっているわけではなく、ほかの産業との関わり

をどうやって持っていくかをやっていかないと生き残れない。実は私が専

門にしているのは、ITとか、ネットワークとか、インターネットで、その

中で1990年代に日本の政策、日本の産業が経験したことと非常に酷似して

います。つまり、アメリカの産業では大体1994年、1995年頃からインター

ネットの商用化が始まっていますが、即座に全産業がそのインターネット

を使ってどのように自分たちを変えられるかという方向に向かったのに

対して、日本では1990年代の後半にIT産業という言葉があるぐらい、IT

産業という言葉は日本独自の言葉で、IT産業の人たちだけが自分たちのも

のとしてインターネットを語ったという結果になっています。実際には、

手前みそで申しわけないですが、日本はたまたま携帯の分野でインターネ

ットが先行したので、2000年代前半にモバイルインターネットでは世界を

先進したので、何となくインターネットが遅れているイメージが日本には

ないですが、PCのインターネットが普及するスピードは極めて遅れました。 

それから、もっと酷いことに、結論からいうと、過去20年間、日本のGDP

は全く上がっていません。それに対してアメリカのGDPは137％上がってい

ます。人口の増が30％超なので、つまりアメリカは、過去20年間の技術の

変革といえばITしかないので、人口を除き、ITを利用して全産業が生産効

率を100％上げたということが言えるのです。日本は、これだけIT技術が

ありながら、実は形としてきちんと生産効率のアップに、つまりGDPに最

終的につながっていないという現実があります。ということで、今日は他

産業から見た宇宙産業の参考になるラーニングを3つと、外野から見た課

題を2つ申し上げます。3つ、他産業からのラーニングは、まず、日本のIT

産業とかメーカーを含めて、ITをうまく利用出来なかった最大の理由は業

界に閉じていたことです。業界に閉じていたというのは特に人材です。

2001年にiPodが出てきたときに、私は当時携帯をつくっていたので、全て

のメーカーの技術者が、これはハードディスクつき音楽プレーヤーだと言

い切りましたが、実態のところはインターネットを使って音楽をダウンロ

ードすることを前提とした音楽プレーヤーだったのです。ここに認識のギ
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ャップが著しい。つまり、産業内でこれはどういう位置付けだという分析

は出来るのですが、同じ釜の飯30年で生きていると、それがもたらす社会

効果とか産業効果、付加価値の増というのを分析できません。これを崩さ

ないと宇宙も同じようなことになる可能性が高い。2番目に、攻めの既存

プレーヤー再編というのを早くやらないと産業は立ち直りません。実は半

導体産業も、それから液晶も、全部その産業が駄目になってから産業構造

の再編をしました。もっと具体的に言うとルネサス。ルネサスは半導体の

競争力を失ってから再編している。それから、ジャパンディスプレイも同

じ。つまり、後退局面に入ってから再編するのではなく、今、攻めのうち

に産業再編する。特に中小企業も含めた既存プレーヤーです。中小企業が

強いという意見がありますが、他産業でも同じことを言われました。私の

携帯産業でも同じことを言われましたが、中小企業は、なぜそれまでの技

術を持っているのにグローバルに大きな規模の会社になれないのかとい

えば、経営者が駄目だからです。よく日本技術礼賛番組なども私はコメン

テーターをさせていただいていますが、よくよく考えると、こんなに技術

があるのに、この人は経営能力がないからこの規模でとどまっているとい

うケースがほとんどです。従って、余り中小企業を礼賛しても駄目で、失

敗者なのです。一方で、ベンチャーはチャンスがあるので、どんどん入れ

る。既存プレーヤーは再編する。これをセットでやらないと産業競争力の

強化につながらないということは、ほかの産業で証明されています。ちな

みに、私は今、非常に危惧しているのは自動車産業です。自分でテスラに

乗っているとよく分かりますが、テスラ歴1年半です。日本の自動車業界

のインターナルな人が全く気付いていない全く大きな革命が今、起こって

いるのですが、何度言っても、いやあれは電気だからと。そんなことは言

っていなくて、ユーザーインターフェース革命だと言っているのになかな

か伝わりません。 3番目は、やはり国民を熱狂させるような情報発信と

政策が必要だと思います。これは民間にやれと言っているのではなく、政

府として主導で構いません。これは、JFKが月、オバマが火星と言ってい

るようなレベルとは違っても構わないのですが、やはりこんな新しいこと

を日本は目指しているのだという錦の御旗があると、どこかで政権が変わ

ってすぐ整理の対象になることを防いだり、細かい話でマスコミが突いて

くる既得権益などを防ぐ大きな御旗が必要だと思うので、そういう情報発

信と政策を是非というのが3つのラーニングです。それから、外野から見

た課題が2つあって、内野の方の課題はもう出尽くしたので、外野から見

た課題ですが、狙うのはどこかというのを是非、今までの延長線上ではな

く、一回議論した上で考えていただきたいと思っています。つまり、米欧
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中がやっているのと同じところを狙うのか、あえて外すのかという話です。

今までも余りやっていないが、こんな新しいジャンルがあるなど、是非1

回整理した上で、あえてここに行くというのであれば、それはいいと思う

のですが、ただ単純に過去からやっている衛星の話とか、過去からやって

いるものの延長線上では、なかなか追いつけないのではないかと思うので、

狙うのはどこかという話。もう1つは、海外を誰がやるのかという話が常

に曖昧なのです。例えば新幹線は、造っていない政府とJRがやっても駄目

なのです。結局、メーカーがどれだけやるかなのですが、メーカーの方に

言うと、政府とJRがやってくれれば俺たちはついていくと。携帯でも同じ

ことが起きました。ドコモが何兆円も損しても、ドコモはメーカーではな

いので全く意味がないのです。オペレーターが行っても仕方がないのです。

原子炉もそうです。原子炉はちょっと違うやり方をやって、うまくいきそ

うだったところで3.11が起こってしまったのですが、政府と東電など電力

会社がやっても、それでは果実をとれないのです。ところが、権利関係や

技術開発が複雑化していると、なかなかメーカーが単独で行こうとしない

という傾向があります。以上のようなラーニング3つと課題2つ、指摘させ

ていただきました。よろしくお願いいたします。 

○高橋座長：ありがとうございました。松浦委員、お願いいたします。 

○松浦委員：JAXAの新事業促進部長の松浦です。リモートセンシングの分野が

長く20年以上やってまいりましたので、どっぷり宇宙業界の世界におりま

す。今、いろいろな方々からJAXAに対する御意見をいただいておりまして、

言いたいことはたくさんあるのですが、おそらくすごく時間がかかってし

まうので、最初はそれをちょっと置いておきまして、今、新事業促進部が

中心となって行っているJAXAの産業振興の活動を軽く御紹介いたします。

2つありまして、1つは宇宙産業の競争力の強化と、もう1つが新たな事業

創出及びコミュニティー拡大と2つに分けております。最初の産業競争力

の強化ですが、政府が推進する海外展開タスクフォースに参加しまして、

海外に日本製品を売り込むという活動を続けています。これは民間企業が

やることですが、宇宙機関同士の協力というのは非常に重要で、技術移転

してほしい、人材育成してほしいなどの話がありまして、それに対して協

力をしているということが1つ。もう1つ、海外でシンポジウムがあるとき

に、JETROと協力して、中小企業を後押しするという活動をしており、こ

れは結構評判がよろしくて、海外で受注までは至りませんが、売り込みの

きっかけになっているという話もいただいております。2点目のコミュニ

ティーの拡大及び新事業創出ですが、JAXAは今、共同研究で700件ほどや

っていて、民間企業とやっているものは130件ほどあり、これは受託した
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り、共同研究したりといった活動をしています。そういった意味ではまあ

まあ活動を続けていると思っておりますし、新たな分野に関しては、オー

プンラボという公募型の共同研究というものも進めています。それを踏ま

えて、最近の取り組みとして3点お話しします。新しい取り組みというの

は課題の裏返しになるのですが、まず1つは、宇宙に携わっていない分野

の方々をいかに宇宙分野に取り込むかということで、これまでも銀行と協

力したり、あるいはベンチャーキャピタルの団体と協力したりといろいろ

やってきたのですが、なかなかうまくいかなかったので、今は広告代理店

の電通と協力して、宇宙事業に携わっていない方々に宇宙の個別の、例え

ば姿勢制御系の技術などではなく、宇宙技術と他の技術と組み合わせる、

それを宇宙で実証する、といったストーリー性を持った提案をして、その

企業さんの経営課題を解消するような新たなアプローチを昨年から始め

ておりまして、今、数社と話を続けております。2つ目なのですが、新し

く宇宙事業に参入した企業との連携ということで、いわゆるニュースペー

スと連携を進めております。ここにいらっしゃる岡田社長のアストロスケ

ールとも協力関係をしており、アストロスケールからJAXAが受注して、デ

ブリディテクトセンサをアストロスケールに提供するというような関係

を築いておりますし、まだお話しできませんが、ほかのニュースペースと

今、共同研究など、パートナーシップを結ぶことをやっております。 最

後に3点目ですが、海外連携を進めており、特にヨーロッパの宇宙機関と

今、連携を進めております。ESA（ヨーロピアン・スペースエージェンシ

ー）とかドイツのDLR、あるいはフランスのCNESといったところで、葛岡

さんのプレゼンテーションにも最近海外との連携が少なくないかという

御指摘がありましたが、それは我々のほうも認識しており、宇宙ステーシ

ョン計画や地球観測の衛星の国際協力などは大分一段落してきたという

ことで、今、新たな連携関係を模索しております。その中の1つとして、

例えばESAですと、ARTESの紹介がありましたが、アプリケーションをベン

チャーにやらせるということを積極的に活動しており、そういったベンチ

ャー企業と日本の企業を組んで宇宙機関同士、ESA、JAXAも連携するとい

うような枠組みがつくれないかという話を相手と進めています。日本に閉

じこもらず、つまり日本の宇宙アセットにこだわらず連携を進めていける

ような体制を今、検討しており、まさに課題の裏返しになりますが、その

３点を新たな取り組みとして最近はやっております。以上です。 

○高橋座長：ありがとうございました。山川委員、お願いします。 

○山川委員：京都大学の山川です。よろしくお願いいたします。資料5-4の1枚

紙をごらんください。短目の資料を作成いたしました。8つ書いてありま



25 

 

すが、私はもともといわばオールドスペースの人かもしれませんが、あえ

てこの1番の難関のテーマであります宇宙産業ビジョンというものに全身

全霊で取り組みたいと考えております。最初の項目ですが、作文に終わら

ず、実際に産業界が突き進むきっかけとなるビジョンにしたいということ

で、前回、高橋座長から動くビジョンという言葉が出たので、動くという

言葉がもう使えなくなってしまったので、少し違う表現として突き進む、

より激しく産業界が動いてくれるというような、そういったビジョンにす

るべきだというのが最初に言いたいこと、これ以外にはないと言ってもい

いかもしれません。それから、この産業振興小委員会というのはいわば政

府の委員会ですので、やはり産業ビジョンをつくる上では政府の役割を明

確化すべきというのがまず私が言いたいところです。別な言い方をすれば、

最後に事業をどう展開していくかというのは産業界の判断ということに

なりますので、最後の判断は産業界。けれども、それを支援するのが政府

という役割をはっきりするということを言いたいことです。私は、JAXA

はもっとできるのではないかと考えておりまして、なおかつ、特に諸外国

においては、JAXAというのはいわば日本政府のように見えます。ですから、

JAXAが何を言うか、どう行動するかというのは非常に大きな影響を持ちま

す。お金がなくても、あるいは実際に動かなくても、JAXAのしかるべきポ

ジションの方、松浦さんのような方が、JAXAは産業界を応援していますと

一言言うだけで大きく変わっていくという事例を私は知っております。 

それから、今日はニュースペースあるいはベンチャーの話が多く出るかと

思って、あえてそれについては触れておりませんが、私の言いたいことは

5つ目の項目で、やはり既存の大企業が大胆なビジネスを展開するという

ことが最終的にはGDP600兆円への近道だと考えており、やはりベンチャー

企業だけではなくて、既存の大企業は、先ほど再編などいろいろな話があ

りましたが、その大企業が動くことが非常に大きいと私は考えております。 

最後に2つありますのは人材のことで、これは皆様、御異論はないと思い

ますが、とがったリーダーです。経営者という表現をしてもいいのかもし

れません。それから、非宇宙、宇宙の人材交流とアライアンスということ

に尽きるかと思います。以上です。 

○高橋座長：ありがとうございました。それでは、先ほど事務局から説明があ

った宇宙産業ビジョン検討に当たっての視点は今日の皆さんからいただ

いた話、それから政府の内部での調整なども踏まえて修正し、その上で中

間取りまとめ案の別添として宇宙政策委員会にお諮りしたいと思います。

宇宙産業振興小委員会としての取りまとめにつきましては、私に御一任い

ただくということでよろしいでしょうか。 
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                    （「異議なし」と声あり） 

では、そうさせていただきます。それでは、今後のスケジュールについて

事務局からお願いできますか。 

 

＜高見参事官より机上配布資料4に基づき説明＞ 

 

○高橋座長：ありがとうございました。何かございますか。よろしいですか。 

それでは、本日の会合はこれで閉会したいと思います。どうもありがとう

ございました。 


